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一般社団法人東京都設備設計事務所協会 
２０１９年度事業計画 

２０１９年４月１日から２０２０年３月３１日まで 
 
 

この事業計画は、当協会の設立趣意書に述べられている趣旨に則った事業を展開するため、事

業種目について具体的な活動計画を策定したものである。 

 以下、事業種目別に事業内容を列記する。 

 

事業種目 １ 設備の知識に関する普及及び啓発 

 

（目的）  生活向上と設備に関する安全意識を高めるため、以下の事業活動を通して設備の設

計・施工・メンテナンス等に関して知識の普及とアドバイスを行う。 
 

事業項目 実施内容 

 

 

 

 

１ 無料相談 

 

 

 

 

 

 

２ 講 演 会 

住宅・ビル・店舗・工場等の新築、増築、模様替え等に関して協会会員・委員

が設備設計・施工・メンテナンス等の相談を承け、設備全般に関して知識の普

及と適切なアドバイスを行う。並びに環境保全・防災に対して啓発を行う。 
 

（１）無料相談（電子メール・ＦＡＸ・電話による）の受付（総務委員会） 

   ① 受  付    常時／年間（但し、土・日・祝祭日を除く） 

   ② 受付場所     協会事務局（千代田区）  

   ③ 対 象 者      一般／協会会員 

     ④ 周知方法      ホームページ 

     ⑤ 相 談 員      協会会員・協会担当委員 

 

電気・通信・冷暖房・換気・給排水衛生・ガス等、防災・省エネルギー・ 地

球環境保全を考慮した設備全般について、設備の技術向上を図るため、有識者

の講演会を開催する。 

 

（１）技 術 講 演 会  （環境技術委員会／事業委員会） 

   ① 開催回数  ２回／年 

   ② 開 催 月 (参加人員) 

２月  環境配慮技術や新技術及び新製品の紹介 

１１月  新技術に関する講演会      （５０名程度） 

 

   ③ 開催場所     公共施設 

     ④ 対 象 者      一般／学生／協会会員 

   ⑤ 募集方法    郵送・メール・ＦＡＸ・ホームページ 
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事業種目 ２ 設備に関する情報の提供 

 

  （目的） 設備に係わる諸法規について、制定及び改正時に情報提供を行う。また、設備の役

割を通して環境保全・安全性・快適性・経済性等について充分理解してもらうため、

ホームページ等による情報提供を行う。 

 
事業項目 実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

１ ホームページ等

による情報提供 

 

 

 
 

 

設備の関係法規（消防法・電気技術基準・ＰＬ法・ハートビル法・ＩＳＯ規格

・その他）について説明会を開催し、理解を深める。特に、関係法規の主要改

正時には必ず開催し、主旨の周知徹底を図る。 

また、身近な地球環境問題や高齢化問題の情報を会員だけでなく広く一般に

提供する。 

 

（１） ２０１９年度 事業実施計画  (総務委員会) 

（２） 発行書籍の販売案内 (総務委員会) 

（３） 協会活動の広報・会員への最新情報の発信 (総務委員会) 

（４） 会員増強に対するＰＲ (総務委員会) 

（５） 冊子等による 情報提供 (広報･情報委員会) 

協会活動のＰＲ・最新の技術情報等 

①発行回数  会誌 ２回／年   協会だより ３回／年 

②発 行 月   会誌 ７月・１月    

③対 象 者    一般・協会会員 

 

 

 

 

事業種目 ３ 設備設計を行う業務環境の改善 

 

（目的） 設備設計事務所の業務は、環境・安全・利便・快適・省エネ・経済性・保全・衛生

などあらゆる面の要請を充足した“良質の設備設計”を提供することにある。よって、

会員技術者の知識・技術力の向上、業務権限の法的保障、発注制度の改善、設計報酬

の正常化など、設備設計者の業務環境の改善を目的とする。 

 

 
事業項目 実施内容 

 
１ 業務環境改善 

活動 

 

（１）設備設計業務に関わる協会会員への支援活動（業務環境改善委員会） 

① 会員事務所相互の情報・技術支援システムの構築 

② 設備設計専業事務所の使命と業務の支援  

 

（２）保険関連活動   （保険小委員会） 

   ① 事業内容  会員を事故から守るため、未加入事務所への建築 

設備士賠償責任保険の説明・案内 

（２０１９年４月～２０２０年２月） 
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事業種目 ４ 設備設計に携わる技術者の育成と資質の向上 

  

 （目的） 社会的要求に応えるためには、協会として、設備設計に携わる技術者の育成が必要で 

あり、また、新人設備設計技術者の育成が必要なため、定期的に講習会等を開催する。 

 
事業項目 実施内容 

 

 

 

１ 講 習 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ オープンデスク 

 

 

 

 

 

 

３ 見 学 会 

講習内容は、電気設備・空調設備・給排水衛生設備等の設計、施工の基礎的分

野の知識を習得させ、建築設備士・消防設備士等資格取得の協力をする。 

                            

（１）消防設備士（甲種第１類・第４類）受験準備講習会(後継者育成小委員会) 

① 開催回数  ２回／年              

   ② 開 催 月   ２０１９年５月～２０２０年３月 

   ③ 開催場所    協会会議室 

   ④ 参加人員    １０名 程度 

   ⑤ 対 象 者     協会会員 

   ⑥ 募集方法    メール・ＦＡＸ・ホームページ 

 

（２）建築設備士模擬試験・解説講義 （後継者育成小委員会） 

① 開催回数  １回／年 

② 開催月   ２０１９年５月 

③ 開催場所  総合資格学院 新宿校 会議室 

④ 参加人数  １０名程度 

⑤ 参加者   協会会員 

⑥ 募集方法  メール・ＦＡＸ・ホームページ 

 

（３）ＢＩＭ講習会 （ＢＩＭ小委員会） 

① 開催回数  １回／年 

② 開催月   未定 

③ 開催場所  協会会議室 

④ 参加人数  １０名程度 

⑤ 参加者   協会会員 

⑥ 募集方法  メール・ＦＡＸ・ホームページ 

 

（１）オープンデスク・インターンシップ （後継者育成小委員会） 

① 実施時期   ２０１９年４月～２０２０年３月 

   ② 内  容   大学生・大学院生を対象としたオープンデスク及びイ

ンターンシップ開催 

③ 対 象 者      大学生及び大学院生 

④ 募集方法     郵送・ポスター・ホームページ 

 

（１）ＭＥＴ賛助会員 メーカーショールーム見学会（後継者育成小委員会） 

① 開催回数  ３回／年程度           

   ② 開 催 月   ２０１９年４月～２０２０年３月 

   ③ 開催場所   賛助会員のショールーム・工場・現地 

   ④ 参加人数   ２０名 程度 

   ⑤ 対 象 者    協会会員の新人・中堅社員を対象 

  ⑥ 目  的  設備の基本、最新情報の取得と賛助会員との交流を図る 

   ⑥ 募集方法   メール・ＦＡＸ・ホームページ 
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事業種目 ５ 設備設計に関する技術などの調査研究 

  

 （目的）   設備設計に関する調査研究を行い、設備設計の役割を通して、安全性・快適性・経

済性等について十分理解してもらうため、以下の事業活動を行う。 

 
事業項目 実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 調査研究 

 

 

 
 

 

設備設計において、省資源・省エネルギー技術利用・自然エネルギー利用・環

境･公害問題・防災及び耐震関係・劣化診断関係・メンテナンス関係について

は、日常生活に密接な関係がある。 特に、住宅、ビル等の設備設計とのかか

わりとして、省資源・省エネルギー利用技術等に関しては多岐に亘るため、先

ず、身近の問題について、調査研究を行い、調査結果の発表をして十分理解を

深めてもらう。 

 

（１）低炭素化社会に向けた技術調査と理想モデルの考案（環境技術委員会） 

   低炭素化となる技術の実態、動向などを調査し、理想モデルを考案し

会員の業務における参考資料となることを目指す。 

 

 

 

 

 

事業種目 ６ そ の他 行事 ／ 事業  

  

（１）新春賀詞交歓会    （総務委員会・事業委員会） 

     開催予定日： ２０２０年 １月１６日（木） 

     開催場所：  ホテルグランドパレス 

 

（２）第８回 定時総会  （総務委員会） 

     開催予定日： ２０１９年 ５月３０日（木） 

     開催場所：  インテリジェントロビー・ルコ 

      

  （３）会員交流会 （事業委員会／賛助会） 

①  ゴルフ会        年間３回 

②  ボウリング大会     年間１回 

③  年末及び総会後交流会   年間各１回    
 

  （４）関係諸官庁及び関係団体との渉外活動の支援展開 （総務委員会） 


